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研究成果の概要（和文）： 

地域コミットメント測定の尺度を検討した。地域活性化に成功している上勝町、馬路村、神

山町、梼原町の住民を対象とした調査票調査のデータ分析を行い、さらに地域間の比較のため、

高松市、丸亀市、綾町の住民を対象に調査を実施した。 

地域コミットメントの構造、内部力と外部力の環境要因と成果との関係を統計的に分析した。 

これらの定量的研究を補足するため、事例研究や地域プロデューサーに関するフィールド調

査を行った。 

 
 
研究成果の概要（英文）： 

We defined a scale for‘regional commitment’, investigating survey datas from the 
residents in most invigorated villages and those in deserted areas for comparison. 

Statistical analyses on the structures of regional commitment and on correlations 
between conditions of internal and external forces (locals and outsiders) and their 
performances have also been made. 

In addition to these quantitative observations, we also made qualitative observations 
such as case studies and field studies on local leaders and producers. 
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１．研究開始当初の背景 

 地域力の構築の動機は地方自治体の財政
悪化を背景とする場合が多いが、都道府県等
の地方自治体が推進する地域ブランドなど
は、成功した例は少なく、地域を愛する人々
のネットワークを通じて成功することが多
い。 

また、地域力を発揮したビジネスの取り組
みには、キーパーソンが存在していることが
多い。地域力を機能させるためには、地域へ
の愛着のもとで取り組みを推し進めるリー
ダーが存在していることが重要である。ただ
し、キーパーソンは地域内のリーダーとは限
らず、外部からのアドバイザーなど外部力が
実施段階に応じて役割を果たし、地域の行政
や協賛企業、協賛団体などの支援を引き出し
ているケースが少なくない。 

既存研究として、地域の人々の絆に重点を
置く考え方が注目されている。例えば、ソー
シ ャ ル ・ キ ャ ピ タ ル の 考 え 方 が あ る
（Putnam,1993)。平成 19 年度版「国民生活
白書」において、ソーシャル・キャピタル指
数の算出が試みられ、刑法犯認知件数や合計
特殊出生率との関係が都道府県別に算出さ
れている。しかし、我が国の地方圏の企業経
営との関係の研究は少ない。 

外部力の取り込みについては、例えば、マ
サチューセッツ工科大学の Thomas Allen に
よ る コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ・ ウ ェ ブ
（Communication Web）は、主に研究開発
活動組織の内部と外部のコミュニケーショ
ンパターンの特徴が開発プロジェクトに与
える影響を研究し、外部と内部の境界を媒体
するゲートキーパー（gate keeper）の重要性
を示している（Allen,1971）。また、Likert

は、リーダーの役割として「変革から協力へ」
「ビジョンから成果へ」「戦略から戦術へ」
結びつけるリンキング（連結）ピンを示した
（Likert,1961）。しかし、以上の研究は、地
方圏のビジネスに焦点をあてたものではな
い。 

これまでの地域圏の製造業の研究で、地域
コミットメント概念を着想するに至った（板
倉，2009）。 

四国地域の企業経営では、地域貢献が重視
されている。従業員もその地域にあるという
理由で企業を選択する。地域の意味合いは、
大都市圏の企業よりも大きいと考えられる。 

個人、企業、地域という 3 つの主体が相互
に影響しあって、経営のパフォーマンスに影
響するという概念モデルを考えることがで
きる。大都市圏の企業と地方圏の企業では、
3 つの主体の関係は異なるものと考えられる。
3 者の関係のうち、個人と組織の関係につい
て は 、 例 え ば 、 組 織 コ ミ ッ ト メ ン ト
（organizational commitment）の概念で研

究され、研究代表者の東京大学での博士論文
研究以来、組織パフォーマンスへの影響を研
究してきた（Itakura,2001）。また、地域と
企業の間の関係は、企業集積と地域との関係
など多くの議論が展開されている。しかし、
3 つの主体間の中で、個人と地域の関係を正
面から捉えた経営学的研究は見当たらなか
った。そこで、組織コミットメントに関する
研究を援用して地域コミットメントの概念
を構築することにした。なお、既存のコミッ
トメント研究において、コミットメントの対
象として、組織、キャリア、仕事、家族、労
働組合などの研究が見られるが、地域へのコ
ミットメントの研究は見当たらない。 

二次分析の結果、「地域の自己同一化」、「功
利的関与」、「地域への使命感」、「地域愛」の
4 要素を導出した。また、中四国地域の地域
コミットメントは、（東京を中心とする他地
域と比較して）すべての要素が高い水準にあ
ることが示された（板倉，2009）。また、地
域コミットメントが組織力などパフォーマ
ンス変数と正の関係が導出された。 

一方、高知県馬路村のゆずビジネスなど、
一定の成果をもたらしたケースでは、地域内
外の各種団体とのリンキングピン（Likert，
1965）として、中心的リーダーが機能する傾
向がみられた。そこでは、地元の実行部隊と
連携しながら、地方に対する都市部の需要動
向を把握する外部の力を活用しつつ、リーダ
ーが自らビジネスモデルを創出するという
特徴が挙げられる。 

このため、地元自治体はこうしたリーダー
に政策における権限をある程度委譲したり、
バックアップする傾向がみられた。さらに、
彼らは、外部のアドバイザーとの情報の受発
信、あるいはマスコミを利用した宣伝など幅
広い活動により、地産他消のアウトプットを
産出していた（板倉，木全他，2009）。 

 

２．研究の目的 

 高知県馬路村のゆずビジネス、高松市の中
心商店街活性化などで、それぞれ中核的リー
ダーがみられた。その特徴は、基盤となる郷
土愛、地域への愛着心と外部力の取り込みが
活動の原動力となる傾向がみられることで
あった。また、地域コミットメントについて
は、4 要素を導出した。しかし、統合的にモ
デル化には至っていない。そこで、地域コミ
ットメントを基盤とした内部力をいかに築
いたうえで外部力を組み合わせればよいの
かを実証的に明らかにする。 

本研究は 1つの企業ではなく地域内のネッ
トワークを重層的に捉え、地域を支える内部
力と外部力を実証的に研究する。「どの程度
地域外の外部力を取り込んだらいいのか？」
「地域コミットメントは地方ビジネスの成



果の要因となるのか？」「どのように地域コ
ミットメントを涵養するか？」「地域科学技
術イノベーション政策（Regional Innovation 

System: 以下、RIS と略す）は、地域コミッ
トメントを高めてきたのか？」といった課題
に対応する。 

 

３．研究の方法 

 研究目的の中で述べたこれまでの調査デ
ータは、地域コミットメントが本来の目的で
はなく、下記のような欠点を持っていた。 
1）地域コミットメントの調査項目が十分で
ない。 
2）地域の対象が所属している企業の地域な
のか、生まれ育った出身地域なのか明確でな
い。 
3）研究対象が製造業の研究・開発・設計部
門に限定されている。 
4）地域間の比較研究を試みたものの、地域
間の回答者属性に大きな差がある。 
5）サンプル数が十分ではない。 

本研究は、上記の欠点を克服した上で、内
部力についての要因を拡大する。さらに、外
部力の取り込みについての要素を取り入れ
る。 
1）内部力として制度、人材、組織構造の変
数を取り入れる。 
2) 地域コミットメントを測定するための尺
度を精緻化する。分析方法は、得られたデー
タによるが、因子分析や共分散構造分析を用
いることを予定している。 
3）地域コミットメントが何によってもたら
されるのかという地域コミットメントの先
行要因（地域特性、組織特性、個人特性）を
明らかにする。 
4）地域コミットメントとパフォーマンス変
数（購入魅力、訪問魅力）など結果要因との
関係を明らかにする。 
5）四国地域と東京・大阪など大都市圏の間
で、上記の関係に違いがあるかどうかを分析
する。 

どのような場合（個人の属性の他、企業組
織の特性、地域の社会状況を含む）に地域コ
ミットメントが有効に作用するのか、あるい
は、しないのかを検討する。 
・分析のための理論的なフレームワークの構
築を実施する。 
・理論的検討と同時に、事例の収集ならびに
その整理加工を行い、四国など地方圏と東京
など都市部における地域コミットメントの
特色を把握する。 
・調査票（アンケート）の設計を行う。調査
票の設計にあたっては、企業の方々にレビュ
ーをしていただき、信頼性と妥当性を確保す
る。 
・計量分析を行う。 
・事例研究とフィードバックインタビューで

補う。 
 
４．研究成果 
平成 22 年度は、地域の内部力には、人材

力、技術力、流通条件等が考えられ、「企業
従業員の地域への思い」を地域コミットメン
トとして定義して分析した。外部力とは、地
域外の専門家、文化人、企業などによる課題
発見力、需要の把握力、企画・デザイン力、
販路開拓力などがあげられる。 
本研究の地域とは、特定のビジネス上でま

とまった空間（ゾーン）であり、行政区画と
は必ずしも一致しない。即ち、本研究の地域
設定（ゾーニング）は、行政区画より広かっ
たり狭かったりする。基盤となる地域コミッ
トメントと地域内のリーダーシップの 2つが
内部力の基本となる。その上で、課題発見、
需要動向の把握、企画・デザイン、販路開拓
といったプロセスごとに外部力のステーク
ホルダーや役割が異なるというモデルを想
定した。成果（パフォーマンス）の指標は、
その地域を訪問したいかという「訪問魅力
度」、地域の製品・サービスを購入したいか
という「購入魅力度」、その地域に居住した
いかという「居住魅力度」を調査票データか
ら得る他、地域のマクロデータを統合するこ
とを想定した。 
分析のための理論的なフレームワークの

構築を実施した。理論的検討と同時に、事例
の収集ならびにその整理加工を行い、四国地
域の地域コミットメント等の内部力と外部
力の取り込みの特色を把握した。これまでの
研究を精緻化し、「地域コミットメント」を
測定するための尺度を検討した。 
平成 23 年度は、平成 22 年度末に実施した

地域活性化に成功している地域の住民を対
象に「地域コミットメント」に関する調査票
調査（アンケート）（対象地域:上勝町、馬路
村、神山町、梼原町）のデータ分析を行った。 
さらに地域間の比較を行うため、地方自治

体にご協力をいただきながら、香川県高松市
（都市部）、香川県丸亀市（シャッター商店
街のある地域活性化していない地域）、宮崎
県綾町（地域活性化に成功している地域）の
住民を対象に、調査票調査（アンケート）に
よる定量的研究を実施した。 
具体的な実施内容は以下のとおりである。 

調査票の設計を行った。調査票の設計にあた
っては、高松市民、丸亀市民の方にレビュー
をして頂き、信頼性と妥当性を確保した。高
松市 2000 件、丸亀市 1000 件、宮崎県綾
町 1870 件を対象に「地域コミットメント」
に関する調査票調査を実施した。統計的分析
によって、地域コミットメントの構造、内部
力および外部力の環境（先行）要因や成果（パ
フォーマンス）との関係を分析した。 
定量的研究を補足するため、事例研究や地



域のリーダーや地域プロデューサーに関す
るフィールド調査による定性的研究を行っ
た。 
 平成 24 年は、集計データや調査票データ
の計量的分析結果をより深く探求し、解釈す
るために、回答者を対象に、フィードバッ
ク・インタビューを実施した。調査票の統計
的解析だけでも有効な研究方法であるが、統
計的解析による発見事実に対する感想を求
めるというインタビューを組み合わせて、具
体的な事実として肉付けをして解釈をした。 
 並行して、論文のとりまとめを行い、国内
外で研究発表を行った。超産業戦略のうち、
リーダーシップ、地域コミットメント、外部
力(ヨソモノ)と内部力(ジモティ)の組み合
わせの 3 要素に注目し、外部力(ヨソモノ力)
の指数を開発した。 
さらに、地域への帰属意識に関する関連研

究をレビューし、ビジネスに繋げる観点から
の研究が見られないことを確認した。地域コ
ミットメントの市町村間比較、地域力の構造
分析、クラスター分析によるゾーニングの検
討を行った。瀬戸内圏の事例研究を通じて、
高付加価値を提供できる可能性を活かす産
業分類を超えた連携を通じた「超」産業戦略
も提案した。 
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